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                               京情個審答申第 38 号 

                                               令和６年 11 月 29 日 

 

京都府知事 西 脇  隆 俊 様 

 

 

 

                            京都府情報公開・個人情報保護審議会 

会  長   山 本  克 己 

 

 

 

 

公文書公開決定等に係る審査請求に対する 

裁決について（答申） 

 

 

 

 

  令和４年９月 16 日付け４ワ第 127 号で諮問のあった事案について、次の 

とおり答申します。 
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第１ 審議会の結論 

 本件事案について、処分庁が行った部分公開決定において非公開とした別紙「公開

しない部分の概要」欄で示す部分のうち、別表に記載の「公開とすることが妥当であ

る部分」欄に掲げる部分は公開すべきである。 

併せて、対象公文書のうち、処分庁が対象外としたシリアルナンバーが付されてい

る送付文及びファックス送信票について、公開又は非公開の決定を行うべきである。 

その余の判断は妥当である。 

 

第２ 審査請求に至る経過 

 

 １ 令和３年９月 30 日、審査請求人は、デジタル社会の形成を図るための関係法律の整

備に関する法律の施行に伴う関係条例の整備等に関する条例（令和４年京都府条例第

33 号）第１条の規定による改正前の京都府情報公開条例（平成 13 年京都府条例第１

号。以下「条例」という。）第４条の規定により、処分庁である京都府知事（この答申

において「処分庁」という。）に対し、「新型コロナワクチンの予防接種後副反応疑い

報告書（６／26 以降）」を内容とする公文書の公開請求（以下「本件公開請求」とい

う。）を行った。 

 

 ２ 処分庁は、本件公開請求に対応する公文書（以下「対象公文書」という。）を特定し、

令和３年 10 月 14 日、条例第 11 条第２項の規定により公開決定等の期限を令和３年

11 月 29 日まで延長した。 

 

 ３ 令和３年 11 月 29 日、処分庁は、審査の結果、対象公文書について、別紙「公開し

ない部分の概要」欄で示す部分を除いて公開する部分公開決定処分（以下「本件処分」

という。）を行い、同日、審査請求人に通知した。 

 

 ４ 令和３年 12 月１日、審査請求人は、行政不服審査法（平成 26 年法律第 68 号）第２

条の規定により、本件処分を不服として諮問庁である京都府知事（この答申において

「諮問庁」という。）に対して審査請求（以下「本件審査請求」という。）を行った。 

  

 ５ 令和４年９月 16 日、諮問庁は、条例第 19 条第１項の規定により、京都府情報公開・

個人情報保護審議会（以下「審議会」という。）に対して、本件審査請求に対する裁決

について諮問した。 

 

第３ 本件審査請求の要旨 

 

本件審査請求の趣旨は、本件処分を取り消し、非公開とした部分（被接種者の氏名、

住所及び生年月日に係る部分を除く。）の公開を求めるというものである。 

 

第４ 審査請求人の主張の趣旨 

 

審査請求人が、審査請求書、反論書、再反論書及び再々反論書、諮問庁における口

頭意見陳述並びに当審議会における口頭意見陳述において述べている主張は、おおむ

ね次のとおりである。 

 

１ 厚生労働省の審議会である「厚生科学審議会（予防接種・ワクチン分科会副反応検
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討部会）」で既に公開されている部分の公開を求める。 

 

 ２ 処分庁は、「予診票での留意点」、「ＦＡＸ送信日時」、「通し番号」、「症状の概要・症

状名」等について「個人に関する情報であって、個人が特定され得るもののうち、通

常他人に知られたくないと望むことが正当であると認められるもの」（条例第６条第

１号該当）として非公開とするが、これは、他人に知られたくないかもしれない、個

人が特定されるかもしれないという、起こってもいない未来を非公開理由とするもの

である。 

一方、京都市に対しても同じ報告書の情報公開請求をしたところ、京都市長が行っ

た処分は、非公開理由は処分庁とほぼ同じでありながら、個人情報（名前、住所）以

外は全て開示されていた。 

京都市が公開した報告書の全てに目を通したが、そこに記載された情報に個人情報

は含まれず、個人の特定は不可能と断言できる。 

そして、個人の特定という点において、人口約 146 万人の京都市が公開できて、人

口約 255 万人の京都府が公開できない理由はない。 

 

 ３ 本件処分の別紙「公開しない部分の概要」に含まれていない「通し番号」が黒塗り

されている。これは、公文書部分公開決定書の内容と異なる公開をしたということに

なる。 

 

 ４ また、京都市が公開した報告書と本件処分により公開された対象公文書の枚数を比

較すると、京都市は３枚、処分庁は２枚となっているものがある。これは、処分庁が

意図的に３枚目を隠蔽したものである。 

本件処分後、処分庁から、不足していた対象公文書の送付があったが、それでもな

お不足している書類がある。 

 

 ５ 住所・氏名等いわゆる個人情報以外の情報は、医薬品、医療機器等の品質、有効性

及び安全性の確保等に関する法律（昭和 35 年法律第 145 号）第１条に規定する「保健

衛生上の危害の発生及び拡大の防止」を保証するものである。新型コロナワクチンに

よる薬害被害状況を公開すべきである。 

 

第５ 諮問庁の説明の要旨 

 

   処分庁が弁明書、再弁明書、再々弁明書及び諮問庁の職員による口頭説明において

述べていることを総合すると、おおむね次のとおりである。 

 

 １ 非公開とした部分は、「被接種者の氏名、接種時年齢のうち月齢、住所及び生年月日」、

「報告者及び接種場所」、「ワクチンの接種回数」、「接種日以外の接種の状況」、「症状

の発生時間、他疾患の有無及び症状の概要」、「症状の程度についての具体的な記載」、

「報告者意見」及び「報告回数」である。これらは、一体として、特定の個人に関す

るその者の身体に呈した症状に関する情報であることから、個人が特定され得る情報

のうち、通常他人に知られたくないと望むことが正当であると解されるものである。 

   このため、これらの部分については、条例第６条第１号に該当するとして公開しな

いことと判断したものである。 

 

 ２ 審査請求人から本件処分に係る対象公文書に不足がある旨の指摘を受けた処分庁が、

改めてその枚数を全て点検したところ、公開すべき対象文書の一部にコピー漏れがあ
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ったことが判明した。そのため、処分庁は、審査請求人が不足と主張する文書を含め、

コピー漏れによる不足分の全てを令和４年３月 30 日付け４ワ第○号により送付した。 

これによって、対象公文書の不足は既に解消しており、処分庁には何ら隠蔽の意図

はない。 

 

３ また、審査請求人が、令和４年３月 30 日付け４ワ第○号による追加公開文書の他に

も不足すると主張する「再反論書の添付資料①の３枚目」（以下「送付文」という。）

は、対象公文書と判断しておらず、公開対象としなかったものである。 

 

４ 以上のとおり、制度の適確な運用を行っており、本件処分について、処分庁が部分

公開とした判断は妥当である。 

 

第６ 審議会の判断理由 

 

 １ まず、処分庁が条例第６条第１号に該当するとして非公開とした情報には同号に規

定する非公開情報に該当しないものが含まれており、本件処分は妥当ではない旨を審

査請求人が主張していることから、これについて検討し、判断することとする。 

 

  (1) 本件審査請求における対象公文書に含まれる「予防接種後副反応疑い報告書」（以

下「報告書」という。）は、定期の予防接種等を受けた者がこれを受けたことによる

ものと疑われる一定の症状を呈していることを病院等の開設者又は医師が知ったと

きに予防接種法（昭和 23 年法律第 68 号）第 12 条の規定により行う報告のために

作成される文書である。 

 その記載内容は、患者（被接種者）の氏名、性別、接種時の年齢（歳及び月）等、

いわゆる個人のプライバシーに関わる情報をはじめ、多岐にわたる。 

 

  (2) そこで、これら記載内容の条例第６条第１号該当性について、検討する。 

     

   ア 条例第６条第１号は、個人のプライバシーが個人の尊厳に関わる権利であるこ

と、一旦侵害されると当該個人に回復困難な損害を及ぼすことになること等から、

基本的人権を尊重する立場から、「個人に関する情報であって、個人が特定され得

るもの（他の情報と照合することにより、個人が特定され得るものを含む。）のう

ち、通常他人に知られたくないと望むことが正当であると認められるもの」又は

「個人を特定され得ないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害する

おそれがあるもの」が記録された公文書を非公開とすることを定めたものである。 

 

   イ 報告書の「患者（被接種者）」欄のうち、「氏名又はイニシャル（姓・名）」、「接

種時年齢（歳及び月）」中の「月」に係る記載及び「生年月日」、「報告者」欄のう

ち、「氏名」、「医療機関名」及び「電話番号」並びに「接種場所」欄のうち、「医

療機関名」については、その内容は被接種者個人に関する情報であって、被接種

者個人が特定され得るもの（他の情報と照合することにより、個人が特定され得

るものを含む。）のうち、通常他人に知られたくないと望むことが正当であると認

められるものであるため、条例第６条第１号に該当するものとして非公開とした

処分庁の判断は妥当である。 

 

   ウ 報告書の「患者（被接種者）」欄、「報告者」欄及び「接種場所」欄のうち、「住

所」について、人口３万人未満の市区町村（地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）
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第 252 条の 19 第１項に規定する指定都市においては行政区をいう。東京都にお

いては同法第 281 条第１項に規定する特別区をいう。以下同じ。）に限っては、そ

の人口規模を勘案すると、もし市区町村名を公開すれば他の情報と照合すること

により被接種者個人が特定され得る蓋然性が高いことから、条例第６条第１号に

該当するものとして非公開とした処分庁の判断は妥当である。 

     一方、人口３万人以上の市区町村に係る「住所」のうち、市区町村名について

は、これを公開しても他の情報と照合することによっても被接種者個人を特定す

ることは通常、困難であると考えられることから、非公開とする理由がなく公開

すべきである。 

 

エ 報告書の「ワクチン」欄のうち、「接種回数」、報告書の「接種の状況」欄

のうち、「接種日」中の「時刻」に係る記載及び「接種前の体温」、「症状の概

要」欄のうち、「発生日時」中の「時刻」に係る記載及び「他要因の可能性の有

無」並びに「報告回数」欄については、これらの情報からは他の情報と照合す

ることによっても被接種者個人を特定することは通常、困難であると考えられ

ることから、非公開とする理由がなく公開すべきである。 

 

オ 報告書の「接種の状況」欄のうち、「家族歴」については、これを公開しても

他の情報と照合することによっても被接種者個人を特定することは通常、困難

であると考えられることから、非公開とする理由がなく公開すべきである。 

 

カ 報告書の「接種の状況」欄のうち、「予診票での留意点」については、指定難病

等であって出現率が極めて稀である病気、症状の名称等及びこれらに係る記載内

容に限っては、もしこれらを公開すれば他の情報と照合することにより被接種者

個人が特定され得る蓋然性が高いことから、条例第６条第１号に該当するものと

して非公開とした処分庁の判断は妥当である。 

しかしながら、罹患者の多い、日常見聞きすることの多い一般的な病気、症状

の名称等及びこれらに係る記載内容については、これを公開しても他の情報と照

合することによっても被接種者個人を特定することは通常、困難であると考えら

れることから、非公開とする理由がなく公開すべきである。 

 

キ 報告書の「症状の概要」欄のうち、「概要」については、死亡時刻、医療機関の

名称、特徴的な家族構成、身体の形状等に係る記載内容に限っては、もしこれら

を公開すれば他の情報と照合することにより被接種者個人が特定され得る蓋然性

が高いことから、条例第６条第１号に該当するものとして非公開とした処分庁の

判断は妥当である。 

しかしながら、その他の記載内容については、これを公開しても他の情報と照

合することによっても被接種者個人を特定することは通常、困難であると考えら

れることから、非公開とする理由がなく公開すべきである。 

 

ク 報告書の「症状の程度」欄のうち、「１ 重い」に記載された、医療機関の名

称及び担当医の氏名に限っては、もしこれを公開すれば他の情報と照合するこ

とにより被接種者個人が特定され得る蓋然性が高いことから、条例第６条第１

号に該当するものとして非公開とした処分庁の判断は妥当である。 

   しかしながら、その他の記載内容については、これを公開しても他の情報と

照合することによっても被接種者個人を特定することは通常、困難であると考

えられることから、非公開とする理由がなく公開すべきである。 
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ケ 報告書の「報告者意見」欄については、担当医の氏名、身体の形状等に係る記

載内容に限っては、もしこれらを公開すれば他の情報と照合することにより被接

種者個人が特定され得る蓋然性が高いことから、条例第６条第１号に該当するも

のとして非公開とした処分庁の判断は妥当である。 

しかしながら、その他の記載内容については、これを公開しても他の情報と照

合することによっても被接種者個人を特定することは通常、困難であると考えら

れることから、非公開とする理由がなく公開すべきである。 

 

コ(ｱ) 報告書の欄外の記載のうち、ファックス発信者の名称、ファックス番号等に

ついては、これらを公開すれば他の情報と照合することにより被接種者個人が

特定され得る蓋然性が高いことから、条例第６条第１号に該当するものとして

非公開とした処分庁の判断は妥当である。 

 

(ｲ) 報告書の欄外の記載のうち、ファックス送信の日時その他ファックス送信機

による打刻（(ｱ)に示す情報を除く。）については、これらを公開しても他の情

報と照合することによっても被接種者個人を特定することは通常、困難である

と考えられることから、非公開とする理由がなく公開すべきである。 

 

サ 報告書の欄外の記載のうち、報告回数については、これらを公開しても他の情

報と照合することによっても被接種者個人を特定することは通常、困難であると

考えられることから、非公開とする理由がなく公開すべきである。 

 

   シ 一連の文書であることを示すシリアルナンバーについては、もしこれを公開す

れば他の情報と照合することにより被接種者個人が特定され得る蓋然性が高いこ

とから、条例第６条第１号に該当するものとして非公開とした処分庁の判断は妥

当である。 

 

   ス 報告書中にある訂正印については、もしこれを公開すれば他の情報と照合する

ことにより被接種者個人が特定され得る蓋然性が高いことから、条例第６条第１

号に該当するものとして非公開とした処分庁の判断は妥当である。 

 

   セ 報告書の「報告者」欄のうち、「氏名」、「医療機関名」及び「電話番号」、「接種

場所」欄のうち、「医療機関名」、「症状の程度」欄のうち、「１ 重い」に記載さ

れた、医療機関の名称及び担当医の氏名、「報告者意見」欄の担当医の氏名、欄外

の記載のうち、ファックス発信者の名称、ファックス番号等並びに報告書中にあ

る訂正印については、その内容は医療機関の医師その他医療従事者個人に関する

情報であって、個人が特定され得るもの（他の情報と照合することにより、個人

が特定され得るものを含む。）のうち、通常他人に知られたくないと望むことが正

当であると認められるものであるため、条例第６条第１号に該当するものとして

非公開とした処分庁の判断は妥当である。 

 

  (3) なお、審査請求人は、対象公文書と同種の文書に係る情報公開請求を京都市長に

対しても行っており、京都市情報公開条例（平成 14 年京都市条例第１号）に規定す

る「非公開情報」は条例第６条の「非公開情報」とほとんど同一であるにもかかわ

らず、京都市長による処分と本件処分の内容に大きな隔たりがある旨、主張してい

る。   
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しかしながら、(2)で述べた判断によれば両者の処分の内容に根本的な差異は生

じないことが当審議会において確認された。 

 

 ２ 次に、審査請求人が、本件処分後、処分庁から不足していた対象公文書の送付があ

ったものの、なお不足している書類があると主張していることについて検討し、判断

することとする。 

 

この点について、諮問庁の職員により、審査請求人が再反論書において不足してい 

  る書類として具体的に指摘した「送付文」は対象公文書と判断しなかったものである

旨、当審議会に対して申述があった。 

また、処分庁は、送付文のほかにもいわゆる「ファックス送信票」等のファックス送

信の連絡文（以下「ファックス送信票」という。）も報告書とは異なると判断して、対

象公文書から除外していたことが、当審議会に対する諮問庁の職員の申述により明ら

かになった。 

 

   そもそも対象公文書の範囲は、一連の文書か否かで判断するべきものである。 

   当審議会において、諮問庁が本件公開請求に係る一件文書として提示した簿冊を確

認したところ、送付文及びファックス送信票にはいずれもシリアルナンバーが記載さ

れていることが認められた。シリアルナンバーが付されている以上はその名称のいか

んを問わず、これらの文書は、報告書と一体のものとして対象公文書に含まれるべき

ものである。 

なお、送付文のほかに対象公文書から除外された文書は、全部で 101 枚存在するこ

とが確認された。 

 

すなわち、これらの文書は対象公文書から除外すべきではなく、対象公文書とした

上で、１の(2)で述べた判断基準に従い、公開又は非公開の処分を行うべきである。 

 

３ 結 論 

 

以上の理由から、「第１ 審議会の結論」のとおり判断するものである。 

 

  ４ なお、審査請求人は、本件審査請求の前に、本件公開請求における対象公文書と同

種の公文書を対象とする審査請求を行ったところ、処分庁の職員により当該審査請求

を取り下げるよう誘導された旨、主張している。 

 

そもそも審査請求は、行政庁の違法又は不当な処分その他公権力の行使に当たる

行為に関し、簡易迅速かつ公正な手続の下で広く行政庁に対する不服申立てをする

ことができるための制度であり、権利利益の救済を図るとともに、行政の適正な運営

を確保することを目的とするものである（行政不服審査法第１条）。 

    

    仮にもし、処分庁の職員の対応が事実であるならば、当該制度の趣旨に反するもの

であると言わざるを得ない。今後、処分庁においては、上述の制度趣旨にのっとり、

誠実に対応するべきことを肝に銘じられたい。以上、念のため、申し添える。 
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参考 

 

 審議会の処理経過 

 

   年 月 日 

 

      処 理 内 容 

 

令和４年 ９月１６日 

 

 諮問書の受理  

 

令和５年 ６月 ９日 

 

 第１回審議会 

 

令和５年 ６月３０日 

 

 第２回審議会 

 

令和５年 ７月２１日 

 

 第３回審議会 

 

令和５年 ８月 ２日 

 

 第４回審議会 

 

令和５年 ８月３０日 

 

 第５回審議会 

 

令和５年 ９月２８日 

 

第６回審議会 

 

令和５年１０月２４日 

 

第７回審議会 

 

令和６年 １月１１日 

 

第８回審議会 

 

令和６年 ３月 ６日 

 

第９回審議会 

 

令和６年 ６月 ４日 

 

第 10 回審議会 

 

令和６年１０月１５日 

 

 第 11 回審議会 

 

令和６年１１月２９日 

 

  答     申 

 

 調査審議に関与した委員 

  京都府情報公開・個人情報保護審議会第１部会 

委 員（部会長） 山 本  克 己 

委 員      奥 野  美奈子 

委 員      原 田  大 樹 

委 員      宮 本  恵 伸 

委 員      山 舗  恵 子 
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別紙 

 公文書の件名 公開しない部分の概要 非公開理由 

新型コロナウイルスの予防接種

後副反応疑い報告書（令和３年

６月２６日以降）  

  

   

・被接種者の氏名、住所及び生年月日 

・報告者及び接種場所 

・ワクチンの接種回数 

・接種日以外の接種の状況 

・症状の発生時間、他疾患の有無及び症状の概要 

・症状の程度についての具体的な記載 

・報告者意見 

・報告回数 

条例第６条

第１号 
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別表 

 

公開とすることが妥当である部分  

 頁 該当部分位置 

患者（被接

種者） 

・住所(人口３万人以上の市区町村名) 
― 

報告者 ・住所(人口３万人以上の市区町村名) ― 

接種場所 ・住所（人口３万人以上の市区町村名） 
― 

ワクチン ・接種回数 ― 

接種の状況 ・接種時刻 

・接種前の体温 

・家族歴 

・予診票での留意点（右欄に掲げる部分を除

く） 

251 １文字目から８文字目 

263 １行目 12 文字目から 19 文字目 

273 

 

１行目７文字目から 33 文字目 

２行目１文字目から 41 文字目 

309 10 文字目から 14 文字目 

419 ４文字目から７文字目 

451 １行目６文字目から 15 文字目 

495 １行目５文字目から 23 文字目 

症状の概要 ・発生時刻 

・「他要因（他の疾患等）の可能性の有無」 

・「概要」（右欄に掲げる部分を除く） 

・製造販売業者への情報提供有無 

23 １行目 31 文字目から 33 文字目 

27 ４行目 18 文字目から 30 文字目 

65 ４行目１文字目から８文字目 

79 ５行目８文字目から 17 文字目 

111 ８行目 12 文字目から 17 文字目 

133 ２行目 25 文字目から 28 文字目 

139 
１行目１文字目から６文字目 

同８文字目から 15 文字目 

231 

１行目１文字目から９文字目 

２行目４文字目から 10 文字目 

同 28 文字目から 31 文字目 

４行目 18 文字目から 21 行目 

245 

６行目 18 文字目から 21 文字目 

７行目 26 文字目から 30 文字目 

８行目 11 文字目から 14 文字目 

11 行目 35 文字目から 41 文字目 

12 行目 11 文字目から 17 文字目 

同 49 文字目から 51 文字目 

13 行目１文字目から 13 文字目 

17 行目６文字目から 12 文字目 

247 ６行目 19 文字目から 24 文字目 

249 ５行目８文字目から 14 文字目 

251 
２行目 16 文字目から 23 文字目 

３行目 24 文字目から 31 文字目 

273 個人の訂正印 

283 ４行目１文字目から 10 文字目 

287 ６行目 15 文字目から 22 行目 
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293 ４行目８文字目から 15 文字目 

295 
２行目 27 文字目から 32 文字目 

４行目 21 文字目から 26 文字目 

301 
３行目 29 文字目から 31 文字目 

４行目１文字目から４文字目 

307 １行目９文字目から 17 文字目 

401 

１行目８文字目から 19 文字目 

３行目 23 文字目から 39 文字目 

４行目１文字目から８文字目 

407 
３行目５文字目から 12 文字目 

４行目８文字目から 27 文字目 

411 ３行目５文字目から８文字目 

415 個人の訂正印 

419 

１行目 35 文字目から 41 文字目 

２行目１文字目から 13 文字目 

３行目３文字目から 12 文字目 

433 ３行目 19 文字目から 28 文字目 

435 ７行目１文字目から 10 文字目 

451 

１行目９文字目から 18 文字目 

２行目 25 文字目から 28 文字目 

５行目 26 文字目から 30 文字目 

453 １行目 13 文字目から 21 文字目 

471 ９行目６文字目から 17 文字目 

473 
４行目６文字目から 10 文字目 

同 18 文字目から 21 文字目 

475 １行目 31 文字目から 35 文字目 

477 

１行目 34 文字目から 37 文字目 

２行目１文字目及び２文字目 

同 24 文字目から 28 文字目 

481 ４行目 26 文字目から 31 文字目 

症状の程度 ・「１ 重い」を選択した場合の記述（病院

名及び医師名を除く） 
― 

報告者意見（右欄に掲げる部分を除く） 79 ２行目 26 文字目から 35 文字目 

263 １行目１文字目から 14 文字目 

395 13 文字目から 16 文字目 

419 11 文字目及び 12 文字目 

477 ７文字目から 19 文字目 

495 １行目５文字目から 27 文字目 

報告回数 ― 

欄外 ・ファックス送信の日時その他ファックス送

信機による打刻 

・報告回数 

― 

 


